
 

食料安定供給の確保に向けた水田政策等の充実・強化に係る緊急要望 

 

昨今の米の品薄状況や価格高騰により、消費者への米の安定的な供

給に大きな課題が生じ、主食としての米の大切さが社会全体に改めて

認識された。  

 

こうした中、国では本年８月に、「米の安定供給等実現関係閣僚会

議」において、昨今の米の価格高騰の要因や政府の対応の検証を行い、

米の需給見通しに誤りがあったこと等を認めるとともに、今後は需給

の変動にも柔軟に対応できるよう、米の増産に舵を切る政策転換を打

ち出した。併せて、農地の集積・集約化や大区画化、スマート農業技

術の活用等を通じた生産性の向上、輸出の抜本的拡大、流通構造の透

明性確保等を通じた消費者・生産者等の納得感の醸成などに取り組む

方針を示した。  

 

一方、生産現場である地方では、政府備蓄米の市場流通や今後の米

の増産によっては、需給バランスが崩れるおそれがあり、米価の下落

による生産者への影響を懸念する声が上がっている。  

 

また、令和７年産では、全国的に主食用米への作付転換が進み、日

本酒やみそなどの加工に仕向ける米の不足や価格上昇により、原料米

の安定確保に支障が生じるなど、新たな課題が顕在化している。  

 

生産者の減少や高齢化の進行、気候変動に加え、不安定な国際情勢

の影響により原油や肥料等の国際価格が高い水準で推移している中、

我が国の安定的な食料確保に向けては、数十年先も見据えた中長期的

な視点を持ち、食料安全保障の観点から水田政策及び関連施策の充実・

強化を図ることが重要である。  

 

このため、我が国の食料供給基地である北海道・東北地方として以

下のとおり要望する。  

 

１．米の安定供給と生産者の所得確保に向けた施策強化  

（１）米の安定供給や生産者の所得確保を図るため、需給調整につい

ては、これまでの取組を検証し、見直しの検討を継続的に行い、



 

全国・各産地において、国内外の需要に応じた米生産が着実に実

施できるよう、実効性のある対策を講じること。  

 

（２）米の適正な価格形成に向け、生産者が再生産可能な米価の維持・

安定と消費者が購入しやすい価格に十分に配慮した実効性のある

対策を講じること。  

併せて、流通構造の透明性確保等を通じた生産者・消費者等の

納得感の醸成に向け、生産・流通・消費の実態を踏まえた適切な

情報発信を行うこと。  

 

（３）米の需要に応じた増産については、国内外の需要拡大策を推進

しながら、的確な需給見通しに基づく生産拡大を進めるとともに、 

生産者が将来にわたり安心して営農に取り組むことができるよ

う、米価下落等による収入減少のほか、資材価格の高騰等による

所得低下にも対応したセーフティネットを構築すること。  

 

（４）政府備蓄米について、今回の政府備蓄米の市場流通の効果や影

響を検証するとともに、不作や災害等緊急事態における供給など

政府備蓄米が持つ役割が十分果たせるよう、適正かつ効果的な運

営を行うこと。  

 

２．国産穀物や非主食用米の安定供給体制等の構築  

（１）国産穀物を主体とした食料安全保障を確保していくため、食料・

農業・農村基本法に基づき、穀物の備蓄制度の充実を図るととも

に、麦や大豆、飼料作物等の需要に応じた生産体制の整備と生産

力の維持・強化を図ること。  

  併せて、国民の国産穀物の消費に関する意識啓発、食品製造事

業者における米粉の活用促進など、抜本的かつ効果的な対策を講

じるとともに、輸入に依存している穀物を安定供給できる環境を

整えること。  

 

（２）主食用米の価格高騰の影響を踏まえ、酒造好適米や加工用米、

飼料用米、輸出用米などについて、主食用米並みの所得が確保で

きるよう、「水田活用の直接支払交付金」等の施策の充実・強化

を図ること。  



 

  また、主食用米の価格高騰は、酒造好適米や加工用米を利用す

る食品製造事業者にも大きな影響を与えていることから、原料米

の価格高騰分に対し、緊急的な財政支援を講じること。  

 

３．将来を見据えた水田政策の見直しと早期提示  

需要に応じた米の増産を含め、今後の水田政策の見直しに当たっ

ては、食料供給の現場である地方の実情に配慮し、意欲ある生産者

が将来にわたって安心して営農に取り組むことができるよう、中長

期的に安定した制度とするとともに、具体的な見直し内容を早期に

提示すること。  

 

４．持続可能な水田農業への構造転換支援  

 持続可能で強固な食料供給基盤が確立できるよう、「農地の大区

画化」や「共同利用施設の再編・集約化」、「スマート技術の開発

と生産方式の転換・実装」、「輸出産地の育成」など、農業の構造

転換を集中的に推進するために必要な予算を十分に確保するとと

もに、地方負担については、地方の財政事情を踏まえ、地方財政措

置を充実すること。  
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